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平成18年1月24日 

リース会計専門委員会の審議状況の報告 

1. 専門委員会での検討内容 

(1)第90回企業会計基準委員会での了承内容 

現行基準の原則法である「売買取引に準じた会計処理」をベースに審議を行うこととし、今後、専門委員会で具体的な検討を開始する。なお、

適用時期に関しては、税務との調整を含む環境諸条件を総合的に勘案し、委員会で審議のうえ今後決定する。 

 上記の了承の前提として、事務局から以下の提案がなされている。 

x 中小企業への適用、少額資産の取扱いについては、別途検討する。 

x リースが単純な売買と異なる点を踏まえ、費用配分、収益配分のあり方について、別途検討する。 

x 上記について、専門委員会において審議を行い、具体的な会計処理をとりまとめ、平成 17年度中を目途に、企業会計基準委員会で公表

する。 

 

(2)専門委員会の進め方 

① 検討の範囲 

x 「売買取引に準じて会計処理」をベースにした場合の、①所有権移転外ファイナンス・リースの具体的な会計処理、②中小規模の会社の

取扱い、③少額資産の取扱いについて検討を行い、これらの検討に関連する項目以外は、原則として現状の実務を踏襲する。 

x 上記のほか、リース会計基準で定められていない開示については検討を行う。 

② 検討の順番 

x 借手（2回）→貸手（2回）→借手・貸手を合わせた検討の順番で検討する。 

x 現在までに専門委員会を3回実施している。 
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2. 現在までの議論の要約（売買取引に準じた会計処理（借手）に関する事務局提案たたき台） 

項目 事務局提案たたき台 専門委員会における主なコメント 

借手の会計処理の全般

的な考え方（費用配分の

考え方） 

① 【利息法により逓減的に費用計上する方法】を原則的

な方法とし、簡便的な取扱いとして一定の場合に【定額的

に費用計上する方法】の適用を認めてはどうか。 

② ①の一定の場合として、会社全体のリース資産が重要

性がないと認められる場合に、【定額的に費用計上する方

法】の適用を認めてはどうか。以下のような規準が想定さ

れる。 

・負債に与える影響度 

・有形固定資産残高に対する比率 

・自己資本比率に与える影響度 

③ 【定額的に費用計上する方法】については、以下のい

ずれかの方法を選択できることとしてはどうか。 

☆ 利息相当額を定額費用処理する方法 

☆ 利息相当額を控除しない方法 

④ 上記の取扱いの他、個々のリース資産が一定の金額以

下である場合には、オペレーティング・リース取引として

（又は準じて）取り扱うことができるとしてはどうか。 

� 「中小企業の会計に関する指針」の適用対象と

ならない非公開企業大会社については、「会社全

体のリース資産に重要性がないと認められる場

合」と同様の扱いで良いのではないか。また、

それらの子会社については、「個々のリース資産

が一定の金額以下である場合」と同様の扱いで

良いのではないか。 

� 利息法での費用配分を原則とすることは、リー

スが複合的性格（賃貸借・サービス・金融）を

有する中で、金融面に偏ってしまうのではない

か。 

� 元利分解の事務の手間を考慮すると、「会社全体

のリース資産に重要性がないと認められる場

合」も「個々のリース資産が一定の金額以下で

ある場合」と同様に、賃貸借取引に準じた処理

で良いのではないか。 

� ＰＬを定額処理した場合、減価償却費でなく、

リース料ないしリース費用で良いのではない

か。 

� 個々のリース資産が一定の金額以下である場合
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項目 事務局提案たたき台 専門委員会における主なコメント 

の取扱いの表現は、「オペレーティング・リース

取引として（又は準じて）取り扱う」よりも、「賃

貸借取引に準じて取り扱う」のほうが良いので

はないか。 

 

＜参考＞ 

借手の会計処理（所有権移転外ファイナンス・リース取引） 

【原則的な取扱い】 

 貸借対照表 損益計算書 

原  則 資産及び負債の計上 � 支払利息の計上（利息法により逓減的に費用計上） 

� 減価償却費の計上 

【簡便的な取扱い】 

 貸借対照表 損益計算書 

会社全体のリース資産に

重要性がないと認められ

る場合 

資産及び負債の計上 � 支払利息の計上（定額的に計上又は利息相当額を認識しな

い） 

� 減価償却費の計上 

個々のリース資産が一定

の金額以下である場合 

資産及び負債を計上しない。 

【オペレーティング・リース取引として(又は

準じて）扱う＝賃貸借取引に準じた処理】 

� 支払リース料の計上 
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項目 事務局提案たたき台 専門委員会における主なコメント 

少額資産の取扱い 

 

� 以下のリース実務指針における、資産計上を省略することができる

規準を踏襲してはどうか。 

(a) 少額なリース資産（資産の取得の場合の費用計上の基準と同じ。1単

位ごとに20万円など） 

(b) リース期間が1年未満のリース取引 

(c) 企業の事業内容に照らして重要性の乏しいリース取引で、リース契

約 1件当たりの金額が少額な取引（リース契約 1件当たりのリース

料総額が300万円以下の取引） 

� 上記の(a)(b)(c)に該当するリース取引については、オペレーティン

グ・リース取引として（又は準じて）取り扱うことができるとして

はどうか。 

 

 

リース資産及びリース

負債の計上方法 

� 借手の会計処理の全般的な考え方（費用配分の考え方）」で、利息相

当額を控除しない方法を採用した場合は、【リース料総額（割引前金

額）】を採用することではどうか。 

� 利息相当額を控除する方法による場合は、現状の実務指針を踏襲し

て、以下としてはどうか。 

【現状の実務指針】 

貸手の物件購入額等が明らかな場合は、以下のいずれか低い額 

9 リース料総額の現在価値（割引率は、貸手の計算利子率を知り得る

� 貸手の物件購入価額、計算利子率

は通常開示されないため、それを

前提としたルールは実態を反映し

ないのではないか。 

� 貸手の購入価額又は見積現金購入

価額を、リース資産の時価として

整理するか。 
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項目 事務局提案たたき台 専門委員会における主なコメント 

場合は当該利率を、知りえない場合は借手の追加借入利子率を用い

る。） 

9 貸手の物件購入額等 

貸手の物件購入額等が明らかでない場合は、以下のいずれか低い額 

9 リース料総額の現在価値（割引率は上記と同様） 

9 見積現金購入価額 

 

リース資産の償却 現行の実務指針の方法を踏襲して、以下としてはどうか。 

償却方法＝リース資産については、自己の所有している固定資産と異な

る償却方法（定額法、級数法等）を設定可能とする。 

【対案：自己の所有している固定資産と同様の償却方法】 

償却年数＝リース期間による償却とする。 

【対案：物件の耐用年数による償却】 

残存価額＝ゼロ又は借手の残価保証額とする。 

【対案：自己の所有している固定資産と同様の残存価額とする。】 

 

� 残価ゼロの場合が多く、定率法は

実務的に難しい。むしろ、リース

の性格を考えると定額法を原則に

すべきではないか。 

� 支払リース料から支払利息相当額

を控除した額を減価償却費とする

方法（逓増）は考えられないか。 

開示  以下の項目について、貸借対照表注記としてはどうか。 

ファイナンス・リース取引 

x 有形固定資産の各貸借対照表残高に含まれるリース資産の主要種類

別の取得原価総額及び減価償却累計額総額（移転、移転外の区分ご

と） 

� 貸借対照表の表示方法も検討すべ

きである。 

9 資産：各勘定に含める方法、

リース資産一本で表示する方

法 
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項目 事務局提案たたき台 専門委員会における主なコメント 

オペレーティング・リース取引 

x 未経過リース料 

 

＜参考：国際会計基準における開示項目＞ 

1. 資産の種類別の帳簿価額 

2. 最低リース料総額とそれらの現在価値の調整、及びそれらの期間別

内訳（1年内、1年超5年内、5年超） 

3. 各期に発生した変動リース料 

4. 解約不能の転貸リースに基づいて将来受け取る最低リース料総額 

5. リース契約条件の一般的な記述（以下を含む）：変動リース料の算定

基礎、更新又は購入選択権・エスカレーション条項の有無、配当・

借入・追加リースの制限などの条項 

9 負債：表示科目、ワンイヤー

ルールの適用 

� リース資産については、BSは有形

固定資産、無形固定資産 1本で表

示するほうが、むしろわかりやす

いのでは。注記も強制するほどの

ニーズはないのではないか。 

� 借入金明細表、有形固定資産明細

表の記載との関係も整理すべき。 

� 所有権移転ファイナンス・リース

については、割賦購入と同様と考

えるのであれば、注記は不要では

ないか。 

� 会社法の開示との関係を整理すべ

きではないか。 

リース会計基準改訂す

る際の適用初年度の取

扱い 

 リース会計基準設定時の取扱い（監査委員会報告第54号リース取引に

係る監査上の取扱い）と同様としてはどうか。 

� 会計処理を変更する期より以前に開始されたリース取引について

は、引き続き賃貸借取引に準ずる会計処理を採用することを認めて

どうか。その場合には、当該部分について現状要求されている注記

（売買取引に準じた会計処理を適用した場合の情報）を継続するこ

� 左記の方法のほかに、会計処理を

変更する期より以前に開始された

リース取引については、利息相当

額を考慮せずに未経過リース料総

額で計上する方法が考えられる。 
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項目 事務局提案たたき台 専門委員会における主なコメント 

ととしてはどうか。 

� 会計処理を変更する期より以前に開始されたリース取引について売

買取引に準ずる処理に変更する場合、適用初年度の期首における未

経過リース料残高相当額を取得価額とし、期首に取得したものとし

て扱うことができるとしてはどうか。 

 

その他  � 転貸の取扱いについて、検討を行

うべきである。 

� 金融商品会計基準との関係につい

て整理すべきである。 
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3. 現在までの議論の要約（所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理に関する中小企業の取扱い） 

事務局提案たたき台 専門委員会における主なコメント 

 中小企業への適用に対する考え方は、以下で良いか。 

� すべての株式会社は、公正なる会計慣行を斟酌して計算書類を作成することが義務付け

られている（商法第32条第2項）。 

� ASBJの公表する企業会計基準等は、「公正なる会計慣行」に含まれる。同様に本年8月

に公表された「中小企業の会計に関する指針」（日本税理士会連合会、日本公認会計士

協会、企業会計基準委員会の4団体名で公表）も「公正なる会計慣行」として中小企業

が適用することが推奨されている。 

� 「中小企業の会計に関する指針」では、基本的には中小企業であっても会計基準を適用

するスタンスだが、中小企業においては、コストベネフィットを考慮した簡便的な会計

処理を採用することも容認している。したがって、リース会計基準・適用指針の具体的

内容が大筋で固まった時点で、中小企業にとってのコストベネフィットを考慮した場合

に、一律に公開企業と同様の会計処理を強制することが適切かどうかに関して、「中小

企業の会計に関する指針」作成検討委員会及び同専門委員会検討を行うと想定される。 

� ASBJも同作成検討委員会及び同専門委員会にメンバーを出しており、また、中小企業

に配慮することは企業会計基準委員会で確認されていることからも、その場では、積極

的に議論に参加する。 

� 仮に一定の場合にオンバランスする方向で会計基準、適用指針の内容が固まった場合に

は、その考え方を逸脱しない範囲で、中小企業の過重負担にならないような提案をする

ことになるのではないか 

� 左記の「中小企業の会計に関する指針」

の適用対象とならない非公開企業大会

社及びその子会社については、重要性に

関わらずに、簡便的な取扱いを認めても

良いのではないか（2.借手の処理参照）。 

� 「中小企業の会計に関する指針」では、

連結子会社が対象外となっているが、実

務面の配慮が必要な点は同様であり、適

用範囲を検討頂きたい。 

� 過重負担にならない案を提案する上で

は、オペレーティング・リース取引とす

ることを提案して欲しい。 

 

 


